
別 紙

新 旧 対 照 表

�注 アンダーラインを付した部分は、改正部分である。

改 正 後

様式目次

様式一 利子等の支払調書合計表

様式二 国外公社債等の利子等の支払調書合計表

様式三 配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書合計表

様式四 国外投資信託等又は国外株式の配当等の支払調書合計表

様式五 投資信託等の収益の分配の支払調書合計表

様式六 自己の株式の取得等の場合の支払調書合計表

・

・

（省 略）

・

・

様式三十四 特定株式又は承継特定株式の異動状況に関する調書合計表

様式三十五 特定振替国債等に係る支払調書合計表

様式三十六 国外送金等調書合計表

様式三十七 先物取引に関する調書合計表

様式三十八 交付金銭等の支払調書合計表

様式三十九 新株予約権の行使に関する調書合計表

様式四十 特定口座年間取引報告書合計表

様式四十一 信託受益権の譲渡の対価の支払調書合計表

改 正 前

様式目次

様式一 利子等の支払調書合計表

様式二 国外公社債等の利子等の支払調書合計表

様式三 配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書合計表

様式四 国外投資信託等又は国外株式の配当等の支払調書合計表

様式五 投資信託等の収益の分配の支払調書合計表

様式六 自己の株式の取得等の場合の支払調書合計表

・

・

（同 左）

・

・

様式三十四 特定株式又は承継特定株式の異動状況に関する調書合計表

様式三十五 特定振替国債等に係る支払調書合計表

様式三十六 国外送金等調書合計表

様式三十七 先物取引に関する調書合計表

様式三十八 交付金銭等の支払調書合計表

様式三十九 新株予約権の行使に関する調書合計表

様式四十 特定口座年間取引報告書合計表

（新 設）



改 正 後

様式 一

利子等の支払調書合計表 （様式省略）

記載要領

１ 「支払件数（支払調書提出省略分を含む。）」欄には、支払調書の提出省

略限度額以下のため支払調書の提出を省略するものを含めたすべての利子

等の支払件数を記載する。ただし、所得税法施行規則第８２条第２項第２号

の適用される普通預金、通常郵便貯金等の利子及び所得税法第１７６条（信

託財産に係る利子等の課税の特例）第１項、所得税法第１８０条の２（信託

財産に係る利子等の課税の特例）第１項、租税特別措置法第８条（金融機

関等の受ける利子所得に対する源泉徴収の不適用）第１項から第３項又は

租税特別措置法第９条の４（特定の投資法人等の運用財産等に係る利子等

の課税の特例）の規定によって源泉徴収の適用されない利子等は記載を要

しない。

２～８ （省 略）

改 正 前

様式 一

利子等の支払調書合計表 （同 左）

記載要領

１ 「支払件数（支払調書提出省略分を含む。）」欄には、支払調書の提出省

略限度額以下のため支払調書の提出を省略するものを含めたすべての利子

等の支払件数を記載する。ただし、所得税法施行規則第８２条第２項第２号

の適用される普通預金、通常郵便貯金等の利子及び所得税法第１７６条（信

託財産に係る利子等の課税の特例）第１項、租税特別措置法第８条（金融

機関等の受ける利子所得に対する源泉徴収の不適用）第１項若しくは第２

項又は租税特別措置法第９条の４（特定の投資法人等の運用財産等に係る

利子等の課税の特例）の規定によって源泉徴収の適用されない利子等は記

載を要しない。

２～８ （同 左）



改 正 後

様式 二

国外公社債等の利子等の支払調書合計表 （様式省略）

記載要領

１ 「支払件数（支払調書提出省略分を含む。）」欄には、支払調書の提出省

略限度額以下のため支払調書の提出を省略するものを含めたすべての利子

等の支払件数を記載する。ただし、所得税法第１７６条（信託財産に係る利

子等の課税の特例）第１項、租税特別措置法第８条（金融機関等の受ける

利子所得に対する源泉徴収の不適用）第１項から第３項又は租税特別措置

法第９条の４（特定の投資法人等の運用財産等に係る利子等の課税の特例）

の規定によって源泉徴収の適用されない利子等は記載を要しない。

２～７ （省 略）

改 正 前

様式 二

国外公社債等の利子等の支払調書合計表 （同 左）

記載要領

１ 「支払件数（支払調書提出省略分を含む。）」欄には、支払調書の提出省

略限度額以下のため支払調書の提出を省略するものを含めたすべての利子

等の支払件数を記載する。ただし、所得税法第１７６条（信託財産に係る利

子等の課税の特例）第１項、租税特別措置法第８条（金融機関等の受ける

利子所得に対する源泉徴収の不適用）第１項若しくは第２項又は租税特別

措置法第９条の４（特定の投資法人等の運用財産等に係る利子等の課税の

特例）の規定によって源泉徴収の適用されない利子等は記載を要しない。

２～７ （同 左）



改 正 後

様式 三

配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書合計表 （様式省略）

記載要領

１～６ （省 略）

７ 「非課税分」欄及び「非課税又は免税分」欄には、所得税法第１１条（公

共法人等及び公益信託等に係る非課税）、所得税法第１７６条（信託財産に係

る利子等の課税の特例）第１項、所得税法第１８０条の２（信託財産に係る

利子等の課税の特例）第１項、租税特別措置法第９条の４（特定の投資法

人等の運用財産等に係る利子等の課税の特例）若しくは租税特別措置法第

９条の５（公募株式等証券投資信託の受益証券を買い取った証券業者等が

支払を受ける収益の分配に係る源泉徴収の特例）の規定により非課税とさ

れたもの又は租税条約に基づき課税の免除を受けたものについて記載する。

８・９ （省 略）

改 正 前

様式 三

配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書合計表 （同 左）

記載要領

１～６ （同 左）

７ 「非課税分」欄及び「非課税又は免税分」欄には、所得税法第１１条（公

共法人等及び公益信託等に係る非課税）、所得税法第１７６条（信託財産に係

る利子等の課税の特例）第１項若しくは租税特別措置法第９条の４（特定

の投資法人等の運用財産等に係る利子等の課税の特例）の規定により非課

税とされたもの又は租税条約に基づき課税の免除を受けたものについて記

載する。

８・９ （同 左）



改 正 後

様式 四

国外投資信託等又は国外株式の配当等の支払調書合計表 （様式省略）

記載要領

１～５ （省 略）

６ 「非課税分」欄には、所得税法第１１条（公共法人等及び公益信託等に係

る非課税）、所得税法第１７６条（信託財産に係る利子等の課税の特例）第１

項、租税特別措置法第９条の４（特定の投資法人等の運用財産等に係る利

子等の課税の特例）、租税特別措置法第９条の５（公募株式等証券投資信

託の受益証券を買い取った証券会社等が支払を受ける収益の分配に係る源

泉徴収の特例）の規定により非課税とされたものについて記載する。

７～９ （省 略）

改 正 前

様式 四

国外投資信託等又は国外株式の配当等の支払調書合計表 （同 左）

記載要領

１～５ （同 左）

６ 「非課税分」欄には、所得税法第１１条（公共法人等及び公益信託等に係

る非課税）、所得税法第１７６条（信託財産に係る利子等の課税の特例）第１

項又は租税特別措置法第９条の４（特定の投資法人等の運用財産等に係る

利子等の課税の特例）の規定により非課税とされたものについて記載する。

７～９ （同 左）



改 正 後

様式 六

自己の株式の取得等の場合の支払調書合計表 （様式省略）

記載要領

１～７ （省 略）

８ 「非課税分」欄及び「非課税又は免税分」欄には、所得税法第１１条（公

共法人等及び公益信託等に係る非課税）、所得税法第１７６条（信託財産に係

る利子等の課税の特例）第１項、所得税法第１８０条の２（信託財産に係る

利子等の課税の特例）第１項若しくは租税特別措置法第９条の４（特定の

投資法人等の運用財産等に係る利子等の課税の特例）の規定により非課税

とされたもの又は租税条約に基づき課税の免除を受けたものについて記載

する。

９～１１（省 略）

改 正 前

様式 六

自己の株式の取得等の場合の支払調書合計表 （同 左）

記載要領

１～７ （同 左）

８ 「非課税分」欄及び「非課税又は免税分」欄には、所得税法第１１条（公

共法人等及び公益信託等に係る非課税）、所得税法第１７６条（信託財産に係

る利子等の課税の特例）第１項若しくは租税特別措置法第９条の４（特定

の投資法人等の運用財産等に係る利子等の課税の特例）の規定により非課

税とされたもの又は租税条約に基づき課税の免除を受けたものについて記

載する。

９～１１（同 左）



改 正 後

様式 七

給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表（OCR帳票）

（日本工業規格 A４）

改 正 前

様式 七

給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表（OCR帳票）



改 正 後

記載要領

１～３ （省 略）

４ 報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書合計表

�１～�５ （省 略）

�６ 「◯Ａのうち、所得税法第１７４条第１０号に規定する内国法人に対する賞金」

欄には、内国法人に対して支払った所得税法第１７４条第１０号に規定する

馬主が受ける競馬の賞金（金銭で支払われるものに限る。）の支払金額

等を記載する。

�７ （省 略）

５・６ （省 略）

７ 不動産等の売買又は貸付けのあっせん手数料の支払調書の合計表

�１ （省 略）

�２ 「◯Ｂ◯Ａのうち、支払調書を提出するもの」欄には、この合計表ととも

に不動産等の売買又は貸付けのあっせん手数料の支払調書を提出するも

のについて、その合計を記載する。

なお、この支払調書に記載すべき事項を、「不動産の使用料等の支払

調書」又は「不動産の譲受けの対価の支払調書」に記載して提出するこ

とによって、この支払調書の作成、提出を省略したものについては、そ

改 正 前

記載要領

１～３ （同 左）

４ 報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書合計表

�１～�５ （同 左）

�６ 「◯Ａのうち、旧所得税法第１７４条第１０号及び第１１号に規定する内国法人

の報酬、料金又は賞金」欄には、次により記載する。

※ 旧所得税法とは、「所得税法等の一部を改正する法律（平成１５年法

律第８号）」による改正前の所得税法をいう。

イ 「１０号該当」欄には、内国法人に対して平成１５年１月から３月末ま

でに支払った（平成１５年３月末までに支払うべきもので同年４月１日

以降に支払ったものを含む。）旧所得税法第１７４条第１０号に規定する芸

能人の役務の提供に関する報酬又は料金の支払金額等を記載する。

ロ 「１１号該当」欄には、内国法人に対して支払った旧所得税法第１７４条

第１１号に規定する馬主が受ける競馬の賞金（金銭で支払われるものに

限る。）の支払金額等を記載する。

�７ （同 左）

５・６ （同 左）

７ 不動産等の売買又は貸付けのあっせん手数料の支払調書の合計表

�１ （同 左）

�２ 「◯Ｂ◯Ａのうち、支払調書を提出するもの」欄には、この合計表ととも

に不動産等の売買又は貸付けのあっせん手数料の支払調書を提出するも

のについて、その合計を記載する。

なお、この支払調書に記載すべき事項を、「不動産の使用料等の支払

調書」又は「不動産の譲受けの対価の支払調書」に記載して提出するこ

とによって、この支払調書の作成、提出を省略したものについては、そ



改 正 後

の支払を受けた者の人員及び当該支払金額をそれぞれ「（摘要）」欄に記

載する。

�３ （省 略）

８ （省 略）

改 正 前

の支払を受けた者の人員及び当該支払金額をそれぞれ外書きする。

�３ （同 左）

８ （同 左）



税

務署
受付印

改 正 後

様式 四十一

信託受益権の譲渡の対価の支払調書合計表

記載要領

１ 「支払調書を提出するものの取引件数及び支払金額」欄には、この合計

表とともに信託受益権の譲渡の対価の支払調書を提出するものについて、

以下の区分（種類）に応じてその取引件数及び支払金額を記載すること。

�１ 「金銭」欄には、金銭の信託受益権について記載する。

�２ 「有価証券」欄には、有価証券の信託受益権について記載する。

�３ 「金銭債権」欄には、金銭債権の信託受益権について記載する。

�４ 「不動産」欄には、不動産の信託受益権について記載する。

�５ 「その他」欄には、動産、無体財産権、その他の信託受益権について

記載する。

２ 「支払調書の提出枚数」欄は、この合計表とともに提出する支払調書の

枚数を「居住者」と「非居住者」に区分し記載すること。

改 正 前

様式 四十一

（新 設）

平成 年分 信託受益権の譲渡の対価の支払調書合計表

（所得税法施行規則別表第５（２９）関係）

処
理
事
項

検 収 整理簿登載
※ ※

提

出

者

所 在 地
整理番号

電 話 （ ）

平成 年 月 日提出

税務署長 殿

フリガナ
名 称

この調書
について
応 答
できる者

電話 課 係

フリガナ
代 表 者
氏 名 印

◯印 氏名

支払調書を提出するものの取引件数及び支払金額 支払調書の提出枚数
種 類 件 数 支 払 金 額 居 住 者 分 非居住者分 計

金 銭 件 円 枚 枚 枚

有 価 証 券

金 銭 債 権

不 動 産

そ の 他

計

（摘 要）

（用紙 日本工業規格 A４）




